
 

 

【賃金改善に関する要求事項】 

番 

号 
４（１） 

項

目 
賃金に成績主義を反映させないこと。 

（回答） 

 評価結果の給与への成績率の反映につきましては、大阪市基本条例においても、「人事評価の結果

は、任用及び給与に適正に反映しなければならない。」としており、さらには「昇給及び勤勉手当に

ついては人事評価の結果を明確に反映しなければならない。」と規定しているところですが、これに

関しては、人事評価結果を活用しつつ給与反映方法等を工夫することが、頑張っている職員に報い

ることであり、そのことが職員のやりがいや、ひいては市民サービスの向上につながるものと考え

ています。 

担当 
教育委員会事務局 教務部 教職員人事担当 

教育委員会事務局 教務部 教職員給与・厚生担当 

 



 

番 

号 
４（２） 

項

目 

月例給を大阪市人事委員会勧告の公民較差12653円（3.10％）に、総務省統計の物価上

昇率（2024年度2.7％）を加えた割合に引き上げること。また、引き上げに関しては若

手職員に重点的に配分するのではなく、全年齢層を対象に均等に引き上げること。 

（回答） 

教職員の給与につきましては、本市人事委員会勧告による意見、内容を十分踏まえ、本市の支給

状況や他都市の状況等を考慮し、適切に対応してまいります。 

担当 教育委員会事務局 教務部 教職員給与・厚生担当 

 



 

番 

号 
４（３） 

項

目 
常態化している長時間の時間外勤務に対して、労働基準法通り時間外手当を支給すること。 

（回答） 

教員に対して時間外勤務手当を支給すること及び教職調整額の支給割合を引き上げることにつき

ましては、「公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法」及び「職員の給与に

関する条例」の規程から、困難でございます。 

担当 教育委員会事務局 教務部 教職員給与・厚生担当 

 



 

番 

号 
４（４） 

項

目 
教育職給料表において特２級を廃止すること。 

（回答） 

学校における教育課題が多様かつ複雑化する中で、学校運営組織については、組織的で機動的な

体制の構築が求められるとともに、教職員一人ひとりについては、学習指導をはじめ生徒指導など

児童・生徒を指導していく教育の専門職としての能力・指導力の向上が求められていることを踏ま

え、これらに対応する責任体制を整備する必要性から、新たな職として、学校に校務の要となる「首

席」を、教職員の指導力の向上に当たる「指導教諭」を平成 19年度より配置してまいりました。 

首席及び指導教諭につきましては、その職務の特性を鑑み、教育職給料表の２級と３級との間に

新たに特２級を創設し、首席及び指導教諭に適用することといたしました。 

今後とも、国や他の自治体の動向を注視してまいりたいと考えております。 

担当 
教育委員会事務局 教務部 教職員人事担当 

教育委員会事務局 教務部 教職員給与・厚生担当 

 



 

番 

号 
４（５） 

項

目 

諸手当について、支給率・額・基準等を改善すること。また、改善する場合はその内

容を明らかにすること。  

（回答） 

教職員の諸手当等につきましては、本市人事委員会勧告からの意見、内容を十分踏まえ、本市の

支給状況や他都市の状況等を考慮し、適切に対応してまいります。 

担当 教育委員会事務局 教務部 教職員給与・厚生担当 



 

番 

号 
４（６） 

項

目 

 

育児休業中の賃金を保障すること。 

 

（回答） 

育児休業中の賃金を保障することにつきましては、「地方公務員の育児休業等に関する法律」及び

「職員の育児休業等に関する条例」の規程から、困難でございます。 

担当 教育委員会事務局 教務部 教職員給与・厚生担当 

 

 



 

番 

号 
４（７） 

項

目 

 常勤講師を「教諭」職にし、賃金を給料表２級にすること。できない場合は、同一労働・同

一賃金の原則に則り、現行の 1級の最高号給額を２級の最高号給額まで引き上げること。 

（回答） 

 常勤講師に適用される級につきましては、他の自治体の状況等も参考にしつつ、引き続き、慎重

に検討してまいりたいと考えております。 

担当 
教育委員会事務局 教務部 教職員人事担当 

教育委員会事務局 教務部 教職員給与・厚生担当 

 

 



 

番 

号 
４（８）① 

項

目 
雇用を保証し、常勤職員に準じた賃金を支給すること。 

（回答） 

非常勤講師の報酬につきましては、令和６年２月には、授業１時間（付随する準備及び評価の時

間を含む）あたり、2,890円から 2,920円に、令和７年２月には、3,010円に増額改定しております。 

なお、令和６年 12月期の期末手当の支給対象職員については、令和６年４月に遡及して改定を実

施しております。 

他の非常勤職員につきましては、原則として給料表に準じて報酬を決定する仕組みとしておりま

す。 

また、当該年度の任用期間が６カ月以上で、週あたり勤務時間が 15 時間 30 分以上の会計年度任

用職員については、令和６年６月期より、それまでの期末手当の支給に加えて、勤勉手当も支給対

象としております。 

引き続き、他の自治体及び本市全体の会計年度任用職員制度の動向を注視してまいりたいと考えて

おります。 

担当 教育委員会事務局 教務部 教職員人事担当 

 



 

番 

号 
４（８）② 

項

目 
常勤職員に準じた退職金を支給すること。 

（回答） 

令和２年４月からの会計年度任用職員への移行に伴い、退職手当につきましては、フルタイムの

会計年度任用職員についてのみ、支給対象としております。 

引き続き、本市全体の会計年度任用職員制度の動向を注視してまいりたいと考えております。 

担当 教育委員会事務局 教務部 教職員人事担当 

 



番 

号 
４（８）③ 

項

目 
時間外労働については、時間外勤務手当を支給すること。 

（回答） 

 会計年度任用職員の時間外勤務手当の支給につきましては、その勤務形態の性質から、運用上は

想定しておりませんが、各職種の担当と調整のうえ、真にやむを得ない事情により、超過勤務命令

が校園長からあった場合につきましては、支給対象となるものと考えております。 

担当 教育委員会事務局 教務部 教職員人事担当 

 

 



番 

号 
４（８）④ 

項

目 
非常勤講師の賃金をコマ数ではなく在校時間に応じて支給すること。 

（回答） 

非常勤講師の報酬につきましては、令和６年２月には、授業１時間（付随する準備及び評価の時

間を含む）あたり、2,890円から 2,920円に、令和７年２月には、3010円に増額改定しております。 

なお、令和６年 12月期の期末手当の支給対象職員については、令和６年４月に遡及して改定を実

施しております。 

引き続き、他の自治体及び本市全体の会計年度任用職員制度の動向を注視してまいりたいと考えて

おります。 

担当 教育委員会事務局 教務部 教職員人事担当 

 

 



番 

号 
４（８）⑤ 

項

目 
非常勤講師の年間雇用時間（1コマ当たり 35時間）の制限をなくすこと。 

（回答） 

非常勤講師の年間勤務可能時間数につきましては、学習指導要領の「年間授業週数に関する規定」

に基づき、35週を上限としております。 

引き続き、国の動向を注視してまいりたいと考えております。 

 

担当 教育委員会事務局 教務部 教職員人事担当 

 



番 

号 
４（８）⑥ 

項

目 
会計年度任用職員（固定給の職を除く）の最高号給を引き上げること。 

（回答） 

会計年度任用職員の給料につきましては、職務の内容並びにその複雑、困難及び責任の度に基づ

き、常勤職員の給料との権衡を考慮して定めているところです。 

引き続き、本市全体の会計年度任用職員制度の動向を注視してまいりたいと考えております。 

担当 教育委員会事務局 教務部 教職員人事担当 

 

 



番 

号 
４（８）⑦ 

項

目 
会計年度任用職員にも経験年数に応じた昇給制度を導入すること。 

（回答） 

会計年度任用職員につきましては、任期が一会計年度（４月１日から翌３月 31日）であることか

ら、昇給制度はございません。 

しかしながら、固定給の職（非常勤講師 等）を除き、初任給決定の特例として、同一の職に引き

続いて任用された場合は、当該任期満了の日の号給に、12月につき４号給を基礎として算定した号

給を加算した報酬を、設定された最高号給の報酬を限度として支給しております。 

引き続き、本市全体の会計年度任用職員制度の動向を注視してまいりたいと考えております。 

担当 教育委員会事務局 教務部 教職員人事担当 

 



 

番 

号 
４（９） 

項

目 

 

管理職手当を廃止すること。 

（回答） 

管理職手当につきましては、管理又は監督の地位にある一定範囲の職員に対して、その職務に係

る困難性と高度の責任（職員の指揮・監督、担当業務の運営・管理等）について、本来給料表上の

上位の格付けによって考慮されるのが原則でありますが、それだけでは十分に評価しきれない点も

あり、給料と別の措置を取る必要性があることから、「職員の給与に関する条例」及び「職員の管理

職手当に関する規則」に基づき、支給しているところでございます。 

担当 教育委員会事務局 教務部 教職員給与・厚生担当 

 



番 

号 
４（10） 

項

目 

その他関連事項について 

「改正」教員給与特別措置法の運用について 

（回答） 

教員給与特別措置法が改正されたことに伴う本市における教育職員の給与制度の改正について

は、別紙「教育職員の給与改定等について」に記載のとおりでございます。 

担当 教育委員会事務局 教務部 教職員給与・厚生担当 

 

 



 

【年末一時金に関する要求事項】 

番 

号 
（１） 

項

目 

物価上昇を考慮し、年末一時金の支給割合を大阪市人事委員会勧告2.35月分（期末手

当1.275月、勤勉手当1.075月）以上に引き上げること。  

（回答） 

教職員の給与につきましては、本市人事委員会勧告による意見、内容を十分踏まえ、本市の支給

状況や他都市の状況等を考慮し、適切に対応してまいります。 

担当 教育委員会事務局 教務部 教職員給与・厚生担当 



 

番 

号 
（２） 

項

目 

 

一時金の役職段階別加算（傾斜配分）を廃止すること。 

（回答） 

職務段階別加算措置につきましては、地方公務員法第 24 条第１項に定める職務給の原則に基づ

き、職務と責任に応じた給与を決定しているところであり、同２項の均衡の原則による国と地方公

共団体の職員並びに民間事業の従事者との均衡を考慮して定めておりますことから、廃止にするこ

とは困難であると考えております。 

今後とも引き続き、本市全体の動向を注視してまいりたいと考えております。 

担当 教育委員会事務局 教務部 教職員給与・厚生担当 

 



 

番 

号 
（３） 

項

目 

 

勤勉手当へ「成績率」適用をやめること。 

（回答） 

賃金改善に関する要求事項４（１）で回答させていただいたとおりでございます。 

担当 
教育委員会事務局 教務部 教職員人事担当 

教育委員会事務局 教務部 教職員給与・厚生担当 

 



 

番 

号 
（４） 

項

目 

勤務時間数が週当たり 15.5 時間未満であっても全ての非常勤講師・会計年度任用職員

に常勤職員に準じた一時金を支給すること。 

（回答） 

非常勤講師・会計年度任用職員につきましては、当該年度の任用期間が６カ月以上で、週あたり

勤務時間が 15 時間 30 分以上の場合、令和６年６月期より、それまでの期末手当の支給に加えて、

勤勉手当も支給対象としております。 

引き続き、本市全体の会計年度任用職員制度の動向を注視してまいりたいと考えております。 

担当 教育委員会事務局 教務部 教職員人事担当 

 


